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　どうやら日本列島の大半が、うっとおしい梅雨に入ったようだ。先週末、マイナンバー制度のシンポジウムで長崎、佐賀両県に出向いたのだが、蒸し暑い季節の到来で、なんとなく梅雨のない北海道が恋しくなる今日この頃である。政治は野田改造内閣もスタートし、いよいよ社会保障・税一体改革の成立に向けた与野党の修正協議入りとなり、15日までに何とかしたいという思いが政府・与党側にあるのだが、21日の会期末をにらみながら、どのような展開が予想されるのか、神のみぞ知る、というのが実態なのだろう。野田総理が何度も「政治生命をかける」と明言された課題であるだけに、与野党協議の状況について自らが情報を掌握され、法案成立に向けた最後の努力が進められようとしている。大げさに言えば、今週の1週間こそは野田内閣の、いや日本の政治の運命を決めるまことに重大な1週間になりそうである。
□「ターゲット」勘定という裏ワザを見逃せない
　今週は、世界経済の動きについても目が離せない。言うまでもなくEU経済の動向から目が離せなくなっている。一つはギリシアの総選挙が17日に投票日を迎える。緊縮財政に強く反対する政治勢力が勝利し、最悪の場合EUから脱退することもありうるのか、それとも、緊縮財政を受け入れEUとの協調を図りながら改革を進める政権ができるのか、固唾をのんで世界が注目していることは間違いない。ギリシアと並んで注目され始めているのがスペインの動向であり、大手銀行であるバンキアが、約2兆円の公的資金(税金)投入を要請し、財政危機を理由に大手格付け機関がスペイン国債の格下げを決定するなど、ソブリン危機だけでなく金融危機へと波及し始めている。それ故、ユーロ圏の財務相会議ではスペインに対して10兆円の支援について検討する方向にある。昨年末のイタリアやスペインなどの経済的な危機が、ECSFとよばれる欧州金融安定基金などユーロ圏が設定した問題国支援もあって、一段落したかに見えたのだが、バブルの後遺症である不良債権問題という根本は解決できていないようだ。それ以上に衝撃的だったのは、「ターゲット」と呼ばれるユーロ圏の国際決済勘定を用いた裏の支援ルートがあり、それがフル稼働していたという事実である。
□結局、ユーロ圏諸国のリスクは加盟国の負担に帰着
　ターゲット勘定とは、ユーロ圏の問題国が貿易収支の決済ができず、市場からの調達もストップされれば、赤字国の中央銀行は「緊急な事情があれば」自国でユーロ紙幣を発行できることを利用して、決められた以上のユーロ発行を実施できる。そうなると、ターゲット勘定ではECBの「その国の中央銀行への融資」として記録されるというものである。このターゲット勘定が今春までにスペインやイタリーなど問題国に実施した融資額が80兆円に達していたのであり、昨年末から100兆円にも達するECBの長期融資は、この裏ルートを使った問題国支援とともに進められ、それゆえギリシア危機からスペインやイタリーなどへの波及が起きず、一時的な効果が出ていたのだ。問題は、このような問題国への融資が焦げ付いたとき、誰がその負債を負担するのか、という点である。長期融資であれターゲット勘定であれ、ECBの抱える債務リスクは誰が最終的に負担をするかと言えば、どちらも万が一不履行になった場合は、ECBに対する出資比率に応じてユーロ加盟国が損失を分担する取り決めになっている。裏勘定であるターゲット勘定が表ざたになれば、その損失処理問題が顕在化する。それ故、ドイツは財政新条約の成立を急いだと言われている。だが、この協定は硬直的で実現性が乏しいとみられており、EUのソブリン危機の解決に向けての道は、まことに前途多難なのだ。なんだか、バブル崩壊後の日本の90年代を思い起こさせるような事態の推移に、歴史は繰り返すという言葉が思い起こされる。
□日本の抱える危機的な財政の現実、消費税引き上げは不可欠
　それにしても、スペインにせよイタリアにせよ、財政の現状は、表面的な数値を見る限り日本よりもはるかに健全である。プライマリーバランスは黒字であったり、累積債務残高はGDPの100%以下だったりしており、日本の財政についての現状はまことに危機的で、プライマリー赤字が30兆円もあり累積債務残高もGDPの200%を突破していることを忘れてはなるまい。いまは、「国債バブル」ともいうべき状況にあり、いくら日銀が金融緩和を進めるべく国債を市場から買い入れようとしても、応札に応じない「札割れ」が起こっていることを見ても明らかであろう。日本は、一刻も早く財政再建の道筋を進める必要があり、それなくして日本経済の立て直しは不可能であることを知るべきであろう。「増税の前にやるべきことがある」「デフレ下で増税はやるべきではない」「もっと無駄を省くべきである」などなど、いろいろと増税に反対する主張にはもっともらしい理屈がつけられているのだが、それを進めることと同時並行していかなければならない。危機は、もうすでに来ているどころか手遅れかもしれないのだ。当面、社会保障の充実と財政再建の両立を図ることこそが、日本経済の回復に向けての第一歩になると確信している。
□国際情報管理の覇権を国連機関ITUに移行できるのか
　マイナンバー制度の導入に向けて全国を行脚しているのだが、デジタル社会の進展はまことにすさまじいものがある。そうした中で、サイバー攻撃について国際社会での大きな動きがあり、注目すべきである。(以下の記述は、田中宇のブログ「インターネットの世界管理を狙うBRICS」「ウイルス『フレーム』サイバー戦争の裏と表」に依っている)　それは、昨年6月ロシアのプーチン首相(当時)が、国連機関である国際電気通信連合(ITU)にインターネットを管理する世界的な権限を持たせようと提唱した。その後、アメリカと中国をはじめとする新興国の角逐の中で、この問題が今年12月ドバイで開催される予定のITUの会合で、「ITUがネットの規制を担当する」方向での規則改正を目指そうとしている。ITUのトゥーレ事務総局長が今週から来日する前に、日本経済新聞などの取材に対して語ったところによれば、1988年以来改正されていない規則は電話が基本で時代に合っていない、さらに「サイバーセキュリティへの脅威と闘う枠組みが求められており、国境のないネットの世界では国際協力が非常に重要になる」と強調されたという。
□イランに対するサイバー攻撃　初めて認めたイスラエル
　このサイバー攻撃という点について、最近興味深い事実が公表された。それは、イランに対してサイバー攻撃をアメリカとともにイスラエルが実施していたという事実である。5月29日ロシアの世界的なインターネットセキュリティ企業であるカスペルスキー研究所が、電力や交通など国家のインフラシステムに取りつく新種のネットウイルス「フレーム」を見つけたことを発表し、フレームに感染した1.000~5.000のコンピューターすべてが中東にあり、ほとんどがイランのコンピューターであるという。この発表と同日イスラエルのヤアロン副首相は「イランの核兵器開発という大きな脅威を阻止するためには、サイバー攻撃を含むどんな手段を使っても良いのだ」という趣旨の発言をし、さらにイスラエル軍はサイバー攻撃を戦術の一つにしていることを初めて認める文書をウエブサイトで公開し、バラク国防相も同様の認知を表明している。さらに、ニューヨークタイムスが6月1日アメリカの国家安全局などがイスラエル軍の諜報組織と組み、06年以降サイバー攻撃を挙行し、オバマ大統領も就任直後許可したという報道をしている。
□日本のサイバー攻撃に対する防御体制の整備を急げ
　今後、このような事実を前にして、BRICSをはじめとする新興国対アメリカなどの国々のインターネット規制を巡る攻防が激しくなるわけで、マイナンバーという日本の情報網に対するサイバー攻撃に対してどのような防御措置を取るべきなのか、大きな課題とすべき時に来ていることは間違いない。とくに、防衛や国内の安全などをつかさどる省庁も含め、総合的な対策が不可欠であることを知る必要がある。
